
第２回喜多方市再生可能エネルギー推進協議会開催結果 

令和３年２月２５日から令和３年３月１１日までの期間に、令和２年度第２回喜多方市再生可能エ

ネルギー推進協議会を書面会議にて開催いたしました。開催結果につきましては、下記のとおりで

す。 

記 

１ 期限までに提出のあった意見書 １２部 

 意見書のうち 意見あり ４部 意見なし ８部 

 

２ 意見の内容につきましては以下をご覧ください。 

  



 

<前書き> 

・前書きにおいて、福島県及び政府の目標とともに喜多方市としての目標を明示する必要があると

思います。例えば「2035 年までに再生可能エネルギー導入率 100％を目標として他の地域を先導

する自治体」とするとか、「喜多方市はこれらに先駆ける目標を明確にして達成し、他の地域を先導

する自治体」という赤字で示した一文を追加したらいかがでしょう。 

 

・似た文言が重複しているため、もっとすっきりした記載にしてはどうでしょうか（何度も読むとなんと 

なく言いたいことを理解したが、初見では、似た文言が繰り返され非常に違和感があったため）修

正案「喜多方市の再生可能エネルギービジョン達成に当たっては、福島県の 2040 年までに再生

可能エネルギー導入率 100％推進に先駆け、市の有する豊かな自然条件を最大限に活用すると

ともに、地球環境に配慮した環境にやさしいまちづくりの一環として、市民とともに各施策の更なる

推進を図り、次世代に美しい地球と喜多方を残してください。」 

 

<方針１> 

・学校で子供たちに喜多方市の具体的な環境将来像を理解してもらうことが 20,30 年後の未来実

現にとって重要であると思います。文頭に「喜多方市の環境将来像を具体的に示し、これを理解し

てもらえるように、各小中学校における」という文章を加えたらよいのではと思います。オフセットクレ

ジットは、かなり基本的な概念であると思います。この段落は３段落目に置いた方が良いように思い

ます。 

 

・修正「各小中学校における環境教育の更なる充実を図るとともに、エコ活動などの省エネルギー

の取組を積極的に行うよう努めてください」 

・修正「再生可能エネルギー関連の施設見学や体験学習会、講演会などを積極的に実施して多く

の市民・事業者への参加を促し、再生可能エネルギー推進すとともにの意識啓発に努めてくださ

い。」 

 

・修正「市有街路灯については積極的に LED に切り替え、地区所有街路灯については補助金を

交付するなどしてLED化を進め、二酸化炭素排出量を削減するよう省エネルギーの推進に努めて

ください。」 

 

<方針２> 

・３段落目の「地域の特性を活かした・・・」は、目標イメージに近く、１，２段落目は手段であるように

思います。３段落目を１段落目に移動した方が良いと思います。 

 



・「住宅等に再生可能エネルギー設備の導入を進めるために、補助金交付などの支援策や積極的

な活用に向けた補助制度の周知・普及啓発に努めてください」 

 

・住宅への太陽光発電導入が現実的な施設と思われます。ここを重点的に進める記述になると思

います。 

 

・協議会で議論された内容であるが、モデルのイメージについて不明確であり検討の字句を追加

修正「地域の特性を活かした実現可能性の高い新たな再生可能エネルギーの開拓と、再生可能

エネルギーの利益を還元するモデルの確立に向けて検討するよう努めてください」 

 

・第三段落二つ目の意見「再生可能エネルギーの利益を地域に還元するモデルの確立」は色々な

意味に受取れ、説明の明瞭化が必要ではと思います。再エネ100％未達成の現時点では、再エネ

で地域外から地域内へ狭義の「経済的利益」をもたらすことは、基本方針３の「地産地消の推進」と

背反しますので、方針２と方針３に優越関係を持たせないと、整合性が取れていないように受け取

れます。一方、方針２がソーラーシェリングのような広義の「利益」を意味するのであれば、方針３と

背反しませんが、その場合には「恩恵（を地域で享受するモデル）」の方が銭の臭いが強すぎず、

良いのではないかと思います。 

 

<方針３> 

・基本方針２との共通性が高いように感じます。基本方針２の２段落目に移動してもよいと思います。 

 

・記載内容が不明なので削除「地域エネルギー会社の検討（新たなエネルギー会社の設立を意

図？秋田県鹿角氏のかづのパワーや福島県の葛尾創生電力等を参考にしたものか？）、マイクロ

グリッドの構築（再生可能エネルギーによる供給は課題が大きいため、実現性について更なる議論

が必要では？）、分散型エネルギーシステムの構築を通じてエネルギーの地産地消を推進し、地

元での資金の循環や雇用の創出に努めてください」 

 

・the13 プロジェクト（※）での林産材を利用した熱エネルギー供給事業についても言及すべきと思

います。 

 

※豊かな森林資源を活用して、新たな産業および雇用の創出のために会津地域経済、 農業、企

業、行政が一体となり取り組むことを目的とした会津「The 13」事業協議会を設立し① 会津地域の

森林資源を活用した地域循環型経済の地域創生について② 森林資源活用による雇用拡大およ

び担い手育成による少子化対策について③ 木質バイオマス熱エネルギー利用の普及啓発につ

いて④先進事業による集客（研修、観光：国内・外）について取り組んでいる。 

 



方針４ 

・他委員の説明によると系統連系能力が県全体で満タンであるとの事です。県の 2040年再生可能

エネルギー導入率 100％目標との整合性が？であり、導入を図るのなら送電能力増強の働きかけ

が最重点事項になると思います。 


